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１．はじめに 

地震時の構造物被害を分析し、被災度評価手法等

を検討する上で、構造物位置での地震動強度は重要

な情報である。一方、ほとんどの構造物位置では強

震観測は実施されていないため、多数の構造物を対

象にする場合、地盤による地震動の増幅特性を考慮

して地震動分布を推定する必要がある。 

強い地震動が作用すると表層地盤は塑性化し、地

震動増幅特性が変化することが知られているが、地

震動分布の推定では従来考慮されてきていない。 

このため本検討では、地震動強度の大きい地点で

は表層地盤の塑性化の影響を考慮する改良を加え、

平成23年(2011年)東北地方太平洋沖地震の地震動分

布を推定した。 

２．地震動分布の推定 

 国土交通省1)を含む5機関の観測点2千点あまりで

得られた強震記録を収集・整理し、最大加速度、計

測震度等の地震動強度の値を計算した。次に、地震

ハザードステーション2)で公表されている表層地盤

の平均S波速度から既往の研究を参考に表層地盤の

増幅率を算出し、これらの情報に基づく地震動強度

の空間補間を行った。この時点では、表層地盤の塑

性化を考慮しない地震動分布が得られている。 

さらに、ある地点の地震動強度と平均S波速度から

表層地盤の平均的なひずみ値を計算し、その値に応

じて塑性化の影響を考慮した表層地盤の増幅率を用

いて、再度地震動強度を推定した。得られた最大加

速度の分布図を例として右に示す。 

３．今後の活用方針 

今後、構造物の被災状況と地震動強度をあわせて

被災要因を分析し、地震動強度と構造物条件に基づ

く被災度評価手法の検討等を進めていく予定である。

なお、ここで紹介した地震動分布のデジタル値をウ

ェブサイト3)上で公開している。 

【参考】 

1) 平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震による強震

記録、国総研資料 No.726 
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0726.htm 

2) (独)防災科学技術研究所：地震ハザードステーション 
http://www.j-shis.bosai.go.jp/ 

3) 国総研国土防災研究室ウェブサイト：東日本大震災関
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図 推定した最大加速度の分布 
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１．はじめに 

首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模地震に

備え、本研究では大規模地震発生後に迅速かつ効率

的に道路啓開を行うことを目的として、道路橋の地

震被災や通行障害を面的情報としてリアルタイムに

把握する技術を開発した。 

２．被災事例分析 

東北地方整備局による平成23年東北地方太平洋沖

地震後の緊急点検結果（直轄国道の本線橋1,504橋）

のうち、走行性あるいは耐荷力に関する被災のあっ

た485橋の被災状況を分析した。その結果、図１のと

おり約8割が端支点部（桁端部）付近で変状が発生し

ていることが分かり、今回の地震では桁端支点部の

変状（段差量等）を把握することで道路橋の殆どの

通行障害を把握することにつながるという結果とな

った。また、応急復旧履歴から段差量が100mm以上で

通行障害が発生すると推察することができ、橋台背

面アプローチ部の段差防止のために設置されている

踏掛版がある道路橋では100mm以上の段差は発生し

なかったので踏掛版の段差の低減効果も確認できた。 

３．地震被災把握技術の試行 

２．の結果を踏まえ、道路橋の端支点部（桁端部）

付近の変状に着目し、平成25年度に国土技術政策総

合研究所の構内で実物大実験や長期観測を行い、図

２のような道路橋の地震被災把握技術のシステム構

築を行った。平成26年度には地方整備局の協力のも

と、構造条件等の異なる5橋において試行的に当該シ

ステムを設置・稼動させ、操作性や計測状況等を実

証中である。その設置状況は図３に示す。 

４．今後の取り組み 

今後、試行観測を継続して計測状況等を整理・分

析し、改良を重ねながら確実性及び信頼性の高い道 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 道路橋の地震被災要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図２ 道路橋の地震被災把握技術の概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

図３ 設置事例 
 

路橋の地震被災把握技術を確立していきたい。 
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